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問　題

　近年の医療技術の進歩を背景として、重症心身
障害児の中でも特に濃厚医療・濃厚介護を常時か
つ長期的に必要とする子どもが増加傾向にある
（野崎・川住，2011）。これらの子どもは「超重
症児」と呼ばれ、医学的診断ではなくさまざま
な医療的介護の必要度を数値化した「超重症児
スコア」を基準に判定されている（山田・鈴木，
2005）。
　この概念が出現する以前から、社会的法制度上
の用語としては「重症心身障害児」、教育的法制
度上の用語としては「重度・重複障害児」が用い
られてきた。「超重症児」は、障害の重篤さにお
いてそれらを超える概念とされている（山田・鈴
木，2005）。
　超重症児の実態は、具体的には、運動機能は座
位までと定められている。そのうえで、前述の超
重症児スコアの合計が10点以上25点未満が「準超
重症児」、25点以上が「超重症児」とされる（山田・
鈴木，2005）。また、超重症児における脳機能障
害の程度として大村（2004）は４つの分類を提案
している。それによると重篤な順に「Ａ：昏睡」、
「Ｂ：覚醒と昏睡の区別可」「Ｃ：刺激に対する

意識的反応あり」「Ｄ：コミュニケーションの成
立可」となっている。
　超重症児について、教育的見地から研究課題と
した発表論文はまだ少ない。雑誌「特殊教育学研
究」において「超重症児」を表題に含む論文が
初めて掲載されたのは2005年（岡澤・川住）で、
2013年２月現在でも４本を数えるのみである。そ
のうちの３本に著者として名を連ねる川住（2005，
2008，2012）は、超重症児をテーマとして精力的
に調査や評論を続けている（2009，2011，2011，
2012）。2011年の調査によると全国の肢体不自由
または病弱の特別支援学校で平均して5.2人の超
重症児が在籍している。半数が施設や家庭など学
校外を学習の場としており、さらにその半数はベ
ッドから離れられない状態で指導を受けている。
　こういった事実から、超重症児を教育すること
の困難さがうかがえるが、さらに川住（2012）は、
超重症児の指導において特別支援学校教師が抱え
る困難さとその背景について調査している。この
調査で、困難さの背景は「コミュニケーション」
「健康・身体面」「教師および指導体制」「関係者・
関係機関」「指導の時間・空間」の５領域に整理
されているが、最も多く全体の６割を超える回答
が集まったのが「健康・身体面」である。「健康・
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身体面」領域の中で挙げられている困難要因の一
つに「覚醒水準の問題」がある。「学習中に眠っ
てしまい、どうしても目覚めない時がある」、「効
率的な指導時間の設定が難しくなる」などの回答
が得られている。
　しかし、教師から困難の課題として挙げられて
いる「超重症児の教育と覚醒」について、現在の
ところ先行研究は見られない。国立情報学研究所
（NII、National institute of infomatics）が運営する
学術論文や図書・雑誌などの学術情報データベー
ス「CiNii」にて「超重症児・覚醒」のキーワー
ド検索結果は2013年２月現在、０件であった。
　一方で従来の概念である「重症心身障害児」の
研究に目を向けると、覚醒にかかわる論文がいく
つか発表されている。大平・前川・堅田（1998）は、
前庭感覚刺激を主として含む複合刺激が覚醒水準
を上昇、安定させることを神経生理学的に説明可
能であるとしている。
　また、学術論文ベースではなく、超重症児を対
象に想定したものでもないが、教育実践として長
い間取り組まれているものの中に立川（1985）に
よる「静的弛緩誘導法」や、それを理論的根拠と
した丹羽・武井（2000）による「ふれあい体操」
がある。「ゆらし」と「静的弛緩誘導」そして「ふ
れあい体操」の共通点は触れ合いや働き掛けを伴
う全身への複合刺激である点（板橋，1995）、感
覚受容や外への興味関心を促進するねらいがある
点である。
　このうち「ふれあい体操」は、全身を刺激する
一連の手技が４種類の体操としてにパッケージさ
れているため介入手続きを明確にできる利点があ
る。また、感覚受容や興味関心の促進のほかに、
感覚器官や神経の働きを良くすること、末端から
血液の循環を良くすることがねらわれているた
め、そのねらいを達成することで児童を覚醒に導
くことが期待できる。
　そこで本研究では、超重症児の教育における困
難要因である覚醒水準の問題に対して、「ふれあ
い体操」の実施がどのような影響を与えるかにつ
いて検討する。

方　法

１．対象児

　Ａ児は８歳８ヶ月（指導開始時７歳10ヶ月）の
男児である。
　診断名は13トリソミーで、左耳の形成不全があ
り外耳道が埋没している。混合性難聴で聴力レベ
ルは右103.75db、左105.0db、学習時には右耳に補
聴器を装着する。視力の程度は不明である。生後
１ヶ月で気管切開手術、６歳児に胃ろう造設手術
をしている。
　１日に５～７回の吸引を行っており、パルスオ
キシメーターによるモニタリングを常時行ってい
る。自力移動や寝返りはなく更衣と姿勢修正に全
介助が必要である。首の据わりは不十分で、骨盤
の右捻じれ、背中の左凸の側わんがみられるが、
両肘、両手首および手指の可動域は良好で90度以
上ある。時折、両腕のひじから先を左右に繰り返
し振る自己刺激行動と思われる行動がある。
　障害の程度は大島分類の「１」に該当し、超重
症児スコアは10点以上であるため、「準超重症児」
に分類される実態にある。また、入学前や長期休
み中は昼夜逆転の生活をしており、日中に覚醒し
ていないことが多いが、昏睡との区別は可能で、
刺激に対する反応もあるため、大村による分類で
はＣ群にあたる。
　特別支援学校の訪問教育を週３回受けているほ
か、週２回の訪問看護および訪問入浴サービス、
週１回の訪問リハビリを受けている。また、１ヶ
月のうちのべ１週間から２週間程度、入所施設や
医療施設へのショートステイをしている。

２．指導期間

　201X年４月13日から翌年１月31日までの期間。
間に夏休みおよび冬休みを挟んでいる。

３．指導内容

　特別支援学校の訪問教育では、自立活動を中心
とする教育課程で週３回学んでいる。１回の学習
時間は１時間半から２時間ほどであり、入学から
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１年10ヶ月が経過している。筆者との接触期間は
10ヶ月で、指導機会は現在まで95回である（経過
年数と接触期間、指導機会は執筆時点）。
　指導項目は「朝の会および帰りの会」、「体操」
「創作活動」「演奏活動」「読み聞かせ」「感覚遊び」
などである。Table1に、各指導内容の具体的活動
を示す。
　これらの指導項目のうち、「朝の会および帰り
の会」と「体操」を常設のメニューとし、他メニ
ューからの活動を一つ加えて一回の学習活動とし
ている。

４．分析対象と指導の実際

（１）評価条件と対象

　授業の中で、「条件Ａ：ふれあい体操を行う直
前の指導項目における活動」と「条件Ｂ：ふれあ
い体操を行った直後の指導項目における活動」の
２条件における覚醒状態を、後述する２カテゴリ
の名義尺度で評価した。
　対象児は、活動中に多様な状態を示すが、本研
究においては２カテゴリのどちらかに該当するこ
とが明確な場合のみを評価としてカウントした。
活動中に各カテゴリを行き来する状態であった
時、どちらのカテゴリに入るのか評価するのが難
しい状態であった場合は評価対象から除外した。

（２）覚醒状態の操作的定義

　前項で示した各条件における「覚醒状態」を、
Table2に示す定義によって２つのカテゴリに分
け、名義尺度による評価を行った。

（３）ふれあい体操

丹羽・武井（2000）にて紹介された３種類の体操
（「ふれ愛リラックス体操」、「ふれ足体操」「ふれ
っ手体操」）の手技と手順に従って行った。
　一連のふれあい体操の手技は、手指と腕、足指
と脚、腹部と背中を順番に教師の手を使って圧迫、
さすり、揺さぶりなどをするものである。また、
体操は歌を歌いながら展開し、合間に次の展開を
予告したり身体状態を伝えたりする語りかけを挟
む。

（４）分析の方法

　条件Ａにおける覚醒（＋）と覚醒（－）の評価
数、条件Ｂにおける覚醒（＋）と覚醒（－）の評
価数をクロス集計し、比較する。
　比較には集計数のグラフおよびノンパラメトリ
ック手法による検定を行い、有意差の有無を確認
する。ノンパラメトリック手法には、2×2のクロ
ス集計であること、サンプル数が少ないことから、
フィッシャー正確確率検定を採用した。検定の
計算には、ブラウザ上で稼働する統計ソフト「js-

STAR 2012」を使用した。ふれあい体操によって
覚醒水準が上がる可能性、下がる可能性の双方が
考えられるため、検定結果は両側検定を採用し、
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有意水準は５％とした。

結　果

　各条件における評価の集計結果を Table3および
Fig.1に示す。
　条件Ａ（ふれあい体操を行う直前の指導項目に
おける活動）で、評価の対象となったのは35回で、
そのうち覚醒（＋）が13回、覚醒（－）が22回で
あった。ふれあい体操を行う直前の指導項目にお
いては覚醒（－）のほうが比較的多い結果となっ
た。
　条件Ｂ（ふれあい体操を行った直後の指導項目
における活動）で、評価の対象となったのは51回
である。条件Ａと比べて、評価対象としてカテゴ
ライズされる回数が増えている。また、51回のう
ち覚醒（＋）が37回、覚醒（－）が14回となり、
条件Ａとは逆に覚醒（＋）のほうが覚醒（－）よ
りも２倍以上多い結果となった。
　フィッシャー正確確率検定を行った結果、両
側検定で  p=0.0017、片側検定で p=0.0011となり、
いずれも有意差が認められた。

 

考　察

　条件ＡおよびＢの比較で、１％という高い有意
水準で差が認められたことから、ふれあい体操実
施の前後で覚醒状態に変化があらわれる可能性が
示唆されたといえる。したがって覚醒状態に課題
のある超重症児・準超重症児の教育においては、
触れ合いや働き掛けを伴う全身への複合刺激が覚
醒に効果があると考えられる。
　しかし、本研究が手続き上大きな課題があるこ
とは否めない。訪問教育の性質上、児童の生活上
の理由で、指導環境や指導内容に制約は多い。そ
のため状況によって朝の会の前にふれあい体操を
行うこともあり、授業の中でふれあい体操を行う
タイミングや前後の活動を毎回同じに設定できな
かった。また、指導環境も自宅のほかに施設、病
院などで行うことも多かった。より厳密な分析を
行うためには、授業の中でふれあい体操を行うタ
イミングと前後の活動を定め、環境も同一にした
うえで評価を行うべきだろう。
　さらに、他の変数が覚醒に影響した可能性も考
えなければならないだろう。対象児の訪問教育の
授業は１回を除きすべて午前中に行われており、
条件Ａの活動は朝の会など、授業開始後早い段階
で行われている。一方で条件Ｂは、授業の後半、
昼近くの時間帯に行われる場合が多い。集計の結
果を比較すると条件Ｂのほうが、覚醒状態が良い
結果となったが、これは単に授業の進行によって
覚醒に導かれることが多いだけで、ふれあい体操
の効果ではない可能性があるからだ。
　そこで、補足的な分析を試みた。評価条件を
「Ｃ：授業の最初に朝の会を行った場合の、朝の
会」と、「Ｄ：授業の最初にふれあい体操を行っ
た場合の、その直後の朝の会」の２つとして、覚
醒状態の評価をクロス集計し、検定を行った。そ
の結果が Table4および Fig2である。
　最初に朝の会をした場合、覚醒（－）のほうが
多いが、ふれあい体操を最初に行ってから朝の会
をすると覚醒（＋）のほうが多くなっている。条
件ＡとＢの比較結果と概ね似通った傾向が見て取
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Table3　各条件における評価の集計

Fig1　各条件における評価の集計グラフ



れる。しかしながらフィッシャーの正確確率検定
を行ったところ、両側検定で  p=0.0557、片側検
定で p=0.0433となった。両側検定で５％水準を満
たしていないため、この結果からは両条件に差が
あることを示唆するには至らなかった。今後のデ
ータの蓄積によっては示唆される可能性は十分に
あると思われる。その場合、覚醒に課題のある超
重症児に対する授業展開は、寝たまま・座ったま
ま話を聞くといった活動（オーソドックスな「朝
の会」など）でスタートすることはふさわしくな
いといえる。やはり触れ合いや働き掛けを伴う全
身への複合刺激の受容からスタートすることが、
授業全体の効果を高める上で重要であると思われ
る。
　教育的介入の効果を評価する尺度として、名義
尺度を採用したことも課題である。本研究で採用
した覚醒（＋）と覚醒（－）の両カテゴリは、本
来さまざまな程度や段階があると思われる覚醒水
準の、いわば両極端を切り取ったものである。尺
度の妥当性を検証する手段や複数の評価者を確保
していない状況で多段階尺度を用いることは、信
頼性の面で困難があると判断したためである。し
かし実際の指導場面では、ひとつの指導項目の活
動について、覚醒（＋）と覚醒（－）のあいだを
行き来することも多い。より厳密な評価のため
に、ビデオ録画したうえで複数による評価を行う
こと、順位尺度以上の尺度水準を確保することや、
生理的指標の採用などについても検討が必要であ
る。対象児童はパルスオキシメーターで常時モニ
タリングを受けているが、熟睡時は70/min.～90/
min.の脈拍、覚醒時は90/min.～110/min.程度の
脈拍であると思われる。授業中の脈拍数の変化を
記録することでより客観的な指標も加えた評価が
可能になると思われる。
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Table4　朝の会での評価集計

Fig2　朝の会での評価集計グラフ
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